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平成 17 年 10 月 11 日 
 
企業会計基準委員会 御中 
 

中央青山監査法人 
研究センター 

 
 

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準（案）」及び 
「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針（案）」に対するコメント 
 
拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

さて、貴委員会から平成 17 年 8 月 10 日付で公表されました「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基準（案）」（以下「会計基準案」及び「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準の適用指針（案）」（以下「指針案」という。）について、意見

を表明する機会をいただきお礼申し上げます。 
当監査法人の意見を、下記のとおり提出いたしますので、今後の審議においてご検討

いただきたく、お願い申し上げます。 
敬具  

 
指針案に対するコメント 
 
（１） 指針案第 9 項(1)、第 38 項 
【意見】 
現物配当を行う会計処理を扱っている指針案第 9 項（1）は、配当財産が子会社株式又は

関連会社株式であって、これを株式数に応じて比例的に配当（按分型の配当）する場合に

ついての時価処理の例外として設けているが、削除すべきと考えられる。 
 
【理由】 
指針案第9項は原則として時価で会計処理をするとしながら、同第38項で人的分割や共通

支配下及び時価が合理的に算定できない事例を示し、損益を計上しないとしている。しか

しながら、子会社株式や関係会社株式に時価が存在する場合（上場会社等）もあり、第9項
（1）を例外とする理由が見当たらない。人的分割の際に損益を計上しないとするのであれ

ば、第9項（3）が設けられていれば十分であると考えられる。 
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（２） 指針案設例１ 

【意見】 
「設例１．連結財務諸表における子会社及び関連会社が保有する親会社株式等の取扱い」

において、この仕訳において、売却益に関わる税金32は「法人税等調整額」としているが、

「法人税等」とすべきである。 
 
【理由】 
当該税金の修正は子会社の親会社株式売却を連結上親会社持分相当部分は資本取引とし

て処理することによる損益計算書に計上された法人税等の取消であり、財務諸表等規則第

95条の5、1項2号（税効果会計の適用に計上される法人税、住民税及び事業税）の法人税等

調整額に該当しない。 
以上 
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